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１ 指標・主要事業等一覧 

第３章 施策目標と事業計画 
 

施策目標１ 安全で良質な水 

指標 現状値 目標値 ページ 

１ 
浄水場出口における「水質管理値」の

達成率 

100％ 

（Ｈ28～Ｒ元年度見込み） 
100％ 

26 

２ 直結給水率 
77％ 

（Ｒ元年度末見込み） 
81％ 

種別※ 主要事業 事業費見込額 ページ 

公民 １ 道志水源林の保全 1.9 億円 26 

新 ２ 水源水質の変化への対応 9.8 億円 27 

 ３ 水安全計画に基づく水質管理 4.8 億円 28 

拡・公民 ４ 西谷浄水場の再整備 
【事業８の内数】 

105 億円 
30 

 ５ 直結給水の促進 － 32 

 ６ 受水槽施設に対する指導・助言 0.4 億円 33 

 ７ 子どもたちが水道水を飲む文化を育む事業 2.7 億円 34 
 

施策目標２ 災害に強い水道 

指標 現状値 目標値 ページ 

３ 送配水管の耐震管率（全口径） 
28％ 

（Ｒ元年度末見込み） 
33％ 

41 

４ 
送配水管の耐震管率 

（口径 400ｍｍ以上） 

50％ 

（Ｒ元年度末見込み） 
51％ 

種別※ 主要事業 事業費見込額 ページ 

 ８ 基幹施設の更新・耐震化 278 億円 41 

拡 ９ 送配水管の更新・耐震化 
【事業 30 の内数】 

1,091 億円 
43 

拡 10 給水管の更新・耐震化 
【事業 30 の内数】 

8.9 億円 
44 

公民 11 災害時の飲料水確保 2.6 億円 45 

公民 12 他都市及び（公社）日本水道協会等との連携強化 － 46 

公民 13 横浜市管工事協同組合との連携強化 1.6 億円 47 

拡 14 豪雨・火山噴火等への対策 1.6 億円 48 

新 15 ポンプ場等におけるバックアップシステムの構築 1.5 億円 49 
 

  

※（凡例） 新：新規  拡：拡充  公民：公民連携 
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施策目標３ 環境にやさしい水道 

指標 現状値 目標値 ページ 

５ 
ＶＶＶＦ制御方式に更新するポンプ場 

における電力原単位 

0.237kWh/㎥ 

（Ｈ30 年度） 
0.162kWh/㎥ 53 

種別※ 主要事業 事業費見込額 ページ 

 16 自然流下系浄水場の優先的整備 

（西谷浄水場の再整備） 

【事業４の再掲】 

105 億円 
53 

 17 エネルギーの有効活用と効率化を目指した施設整備 34 億円 54 

公民 
18 企業や団体と協働した公有林の整備 

「水源エコプロジェクト W-eco・p（ウィコップ）」 
－ 56 

公民 19 市民ボランティアとの協働による民有林の整備 0.4 億円 56 

拡・公民 20 「はまっ子どうし The Water」を活用した環境啓発 500 万円 58 
 

施策目標４ 充実した情報とサービス 

指標 現状値 目標値 ページ 

６ お客さまからのお褒め・お礼の声の件数 
96 件/年 

（Ｒ元年度見込み） 
110 件/年 64 

種別※ 主要事業 事業費見込額 ページ 

 21 ＣＳ（お客さま満足度）向上の取組 － 64 

拡 22 給水装置工事に係る事務手続の簡素化 7.6 億円 65 

新 23 指定給水装置工事事業者への更新制度導入 0.1 億円 66 

 24 水道の仕組みや経営状況等を伝える広報の推進 1.5 億円 67 

拡 25 スマートメーターの導入に向けたモデル事業の拡大 1.1 億円 69 
 

施策目標５ 国内外における社会貢献 

指標 現状値 目標値 ページ 

７ 
市内企業等への海外水ビジネス  

マッチング機会等の提供 

38 件 

（Ｈ28～Ｒ元年度見込み） 

40 件 

（４か年） 
73 

種別※ 主要事業 事業費見込額 ページ 

公民 26 国際貢献の推進と海外水ビジネス展開支援 1.7 億円 73 

公民 27 市内中小企業者の受注機会の確保 － 76 

公民 28 障害者就労施設等への発注促進 0.6 億円 76 

拡・公民 29 夏の暑さ対策のためのミスト装置設置支援 0.2 億円 77 
 

施策目標６ 持続可能な経営基盤 

指標 現状値 目標値 ページ 

８ 有収率 
92.4％ 

（Ｒ元年度予算） 

93.4％ 

(計画期間中１％の上昇) 
81 

種別※ 主要事業 事業費見込額 ページ 

新 30 有収率向上に向けた取組 1,104 億円 81 

拡・公民 31 精緻なアセットマネジメント手法による施設管理 2.5 億円 83 

新 32 災害用地下給水タンクの効率的な維持管理 2.2 億円 85 

拡 33 情報システム全体最適化の推進 15 億円 86 

拡・公民 34 水道事業におけるＩＣＴの活用検討 0.9 億円 87 

拡 35 神奈川県内の水道システム再構築に向けた検討 200 万円 87 
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第４章 将来を見据えた組織運営・財政運営 
１ 運営基盤の強化 

指標 現状値 目標値 ページ 

９ 
職員アンケートで「意識改革に向けて 

取り組んでいる」と答えた職員の割合 

60％ 

（Ｒ元年度） 
70％ 

93 

10 
ストレスチェックにおける総合健康  

リスク値 

102 

（Ｒ元年度） 

100 

（全国平均値）以下 

種別※ 主な取組 ページ 

新 １ 新たな時代に向けた意識改革 93 

 ２ コンプライアンスの推進 94 

拡 ３ 水道事業を支える人材の確保・育成と技術継承 95 

拡 ４ 一人ひとりがいきいきと働ける職場づくり 96 

 ５ 業務の見直しによる効率化 97 

新 ６ 給水装置工事に係る執行体制の効率化 99 

拡 ７ 更新需要増大に伴う民間事業者との連携強化 100 
 

２ 財政基盤の強化 

指標 現状値 目標値 ページ 

11 企業債残高対料金収入比率 
238.3％（Ｈ30 年度） 

［276.3％(大都市平均)］ 
262.5％ 

106 

12 企業債元利償還金対料金収入比率 
21.7％（Ｈ30 年度） 

［23.7％(大都市平均)］ 
18.8％ 

種別※ 主な取組 ページ 

新 １ 将来の事業環境を見据えた料金体系の見直し 106 

新 ２ 今後の施設整備に向けた計画的な資金の確保 108 

拡 ３ 企業債の積極活用 108 

 ４ 保有資産の有効活用 109 

 ５ 事業見直しによるコスト削減 109 

新 ６ 経営状況や財政状況の積極的な発信 111 

＜第２部＞工業用水道事業 
２ 施策目標と事業計画（施策目標２ 災害に強い水道） 

指標 現状値 目標値 ページ 

１ 送配水管の耐震管率 
48％ 

（Ｒ元年度末見込み） 
52% 123 

種別※ 主要事業 事業費見込額 ページ 

 １ 施設の更新・耐震化 50 億円 123 

 ２ 応援給水施設の整備 8.0 億円 124 
 

３ 財政基盤の強化 

指標 現状値 目標値 ページ 

２ 企業債残高対料金収入比率 
103.9％（Ｈ30 年度） 

[225.6％（大規模団体平均）] 
157.3％ 

127 

３ 企業債元利償還金対料金収入比率 
11.7％（Ｈ30 年度） 

[27.0％（大規模団体平均）] 
12.2％ 

種別※ 主な取組 ページ 

拡 １ 企業債の積極活用 127 
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２ 横浜市水道料金等在り方審議会答申 概要版 
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３ 市民意見募集の概要 

（１）募集期間 

令和２年１月 14 日（火）～２月 12 日（水） 

 

（２）周知方法 

ア 素案冊子（全体版）の閲覧及び概要版リーフレットの配布 

市民情報センター、各区役所広報相談係、水道局各水道事務所等において、

素案概要版リーフレット（約 2,800 部）を配布するとともに、素案冊子（全体

版）を閲覧できるようにしました。 

イ 横浜市ウェブサイトへの素案冊子（全体版）及び概要版リーフレットの掲載 

ウ 広報よこはま（令和２年１月号）「はま情報」欄への掲載  等 

 

（３）実施結果 

ア 応募数 311 通 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提出方法 応募数 構成比 

１ 郵送 93 通 30% 

２ FAX 170 通 55% 

３ Ｅメール 48 通 15% 

４ 直接持参 0 通 0% 

合計 311 通 100% 

年代 応募数 構成比 

20 歳未満 0 通 0% 

20 代 1 通 0% 

30 代 4 通 1% 

40 代 10 通 3% 

50 代 23 通 8% 

60 代 65 通 21% 

70 代 119 通 38% 

80 歳以上 23 通 8% 

不明 66 通 21% 

合計 311 通 100% 

（イ）年代別 （ア）提出方法別 
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イ 意見数 596 件 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 御意見の詳細については、本市ウェブサイトで御覧いただけます。 

  

本計画の構成 意見数 構成比 

１ 計画全体 30 件 5% 

２ 水道事業を取り巻く環境 7 件 1% 

３ 中期経営計画で目指す姿 179 件 30% 

４ 施策目標と事業計画 60 件 10% 

５ 組織運営 24 件 4% 

６ 財政運営 261 件 44% 

７ 工業用水道事業 0 件 0% 

８ その他 35 件 6% 

合計 596 件 100% 

施策目標 意見数 構成比 

1 安全で良質な水 10 件 17% 

2 災害に強い水道 22 件 36% 

3 環境にやさしい水道 4 件 7% 

4 充実した情報とサービス 13 件 22% 

5 国内外における社会貢献 2 件 3% 

6 持続可能な経営基盤 9 件 15% 

合計 60 件 100% 

対応状況 意見数 構成比 

反映：御意見の趣旨を反映し、素案を変更したもの 26 件 4% 

賛同：素案と同趣旨及び賛同いただいたもの 45 件 8% 

参考：今後の事業・取組の参考とさせていただくもの 516 件 87% 

その他：本計画との関連が見られないもの、質問等 9 件 1% 

合計 596 件 100% 

（ア）本計画の構成別 （イ）「４ 施策目標と事業計画」の内訳 

内訳 

（ウ）御意見への対応状況 
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４ 横浜水道のあゆみ 

横浜市の水道は日本初の近代水道として、明治 20（1887）年 10 月 17 日に

給水が開始されました。 

開港後僅か 100 戸ばかりの寒村だった横浜の人口は日に日に増加し、市街は

急激に発展しました。当時の人々は水を求めて井戸を掘りましたが、横浜は海を

埋め立てて拡張してきたので良質な水に恵まれず、ほとんどの井戸水は塩分を含

み、飲み水には適しませんでした。このため、神奈川県知事は英国人技師ヘンリ

ー・スペンサー・パーマー氏を顧問に迎え、明治 18（1885）年に相模川の上流

に水源を求めて近代水道の建設に着手し、明治 20（1887）年 10 月に給水を開

始しました。 

その後の横浜水道は、関東大震災や第二次世界大戦の大きな被害を乗り越え

て、人口の増加や給水区域の拡大、産業の発展に伴い急増する水需要に合わせ、

ダムなどの水源開発と８回にわたる水道施設の拡張工事を進めてきました。平成

13 年には、宮ケ瀬ダムの本格稼働で将来にわたり安定して水をお届けできる水

源と施設が整いました。 

 

横浜市・世の中の動き 年号 横浜水道のあゆみ 

日米和親条約を締結 安政元 (1854) 年 
 

横浜が開港 安政６ (1859) 年 
 

新橋・横浜間に鉄道が開通 明治５ (1872) 年 
 

 

明治 20 (1887) 年 近代水道創設 野毛山浄水場完成 

（緩速ろ過池３池） 

横浜に市制がしかれる（人口 116,193人） 明治 22 (1889) 年 
 

横浜港鉄さん橋（現在の大さん橋）が完成 明治 27 (1894) 年 
 

 

明治 30 (1897) 年 青山沈でん池完成、取水地点を三井から

青山に変更 
 

明治 34 (1901) 年 川井浄水場新設（緩速ろ過池２池） 

第１回拡張工事完成 
 

大正４ (1915) 年 西谷浄水場完成（緩速ろ過池８池） 

取水地点を鮑子に変更 

第２回拡張工事完成 
 

大正 11 (1922) 年 野毛山浄水場で塩素注入開始 

関東大震災で大きな被害を受ける 大正 12 (1923) 年 野毛山浄水場壊滅 
 

昭和２ (1927) 年 野毛山配水池完成（野毛山浄水場廃止） 
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昭和４ (1929) 年 西谷浄水場増築（急速ろ過池６池） 

山下公園が開園 昭和５ (1930) 年 
 

日中戦争勃発 昭和 12 (1937) 年 第３回拡張工事完成（第１期） 

太平洋戦争勃発 昭和 16 (1941) 年 第３回拡張工事完成（第２期） 

青山沈でん池増強工事完成 

横浜大空襲・終戦 昭和 20 (1945) 年 
 

日本国憲法施行 昭和 22 (1947) 年 相模ダム完成 

サンフランシスコ条約発効 昭和 27 (1952) 年 相模原沈でん池完成 

NHK テレビ放送開始 昭和 28 (1953) 年 
 

 

昭和 29 (1954) 年 第４回拡張工事完成 
 

昭和 35 (1960) 年 給水人口が 100万人を超える 

工業用水道事業開始 

マリンタワーが開業 昭和 36 (1961) 年 鶴ケ峰浄水場完成（急速ろ過池８池、高

速接触沈でん槽３槽） 

第５回拡張工事完成 

東京オリンピックが開催 昭和 39 (1964) 年 小雀浄水場完成（急速ろ過池 28池、高速

凝集沈でん池８池） 
 

昭和 40 (1965) 年 城山ダム完成 

第６回拡張工事完成 
 

昭和 44 (1969) 年 給水人口が 200万人を超える 
 

昭和 46 (1971) 年 第７回拡張工事完成 

市電、トロリーバスを廃止 

市営地下鉄（伊勢崎長者町～上大岡間）開

業 

昭和 47 (1972) 年 
 

横浜スタジアムオープン 昭和 53 (1978) 年 三保ダム完成 
 

昭和 55 (1980) 年 第８回拡張工事完成 
 

昭和 61 (1986) 年 給水人口が 300万人を超える 

金沢地先埋立事業完成 昭和 63 (1988) 年 
 

市政 100周年・開港 130周年記念式典が行

われる 

横浜ベイブリッジが開通 

平成元 (1989) 年 
 

港北ニュータウンに係る土地区画整理事業

完了 

平成８ (1996) 年 
 

 

平成 13 (2001) 年 宮ケ瀬ダム完成 

2002FIFAワールドカップ決勝戦などが横浜

国際総合競技場で開催 

平成 14 (2002) 年 
 

 

平成 24 (2012) 年 近代水道創設 125年、給水人口 369万人 
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平成 26 (2014) 年 川井浄水場再整備完了（膜ろ過施設運用

開始） 
 

平成 28 (2016) 年 道志水源林 100年記念式典を開催 

市庁舎移転工事に着手 平成 29 (2017) 年 近代水道創設 130年記念事業を実施 

ラグビーワールドカップ 2019TM決勝戦な

どが横浜国際総合競技場で開催 

水道事業の基盤強化を目的とした改正水道

法が施行 

令和元 (2019) 年 
 

市庁舎移転新築工事完了 令和２ (2020) 年 
 

 

 
水道事業の創設（明治 20年） 

創設当時の横浜水道事務所 

京浜工業地帯へ工業用水を供給する水管橋 

工業用水道事業の創設（昭和 35年） 

宮ケ瀬ダム（平成 13年完成） 

給水人口の増加と水源開発 

道志村に寄贈した記念碑の除幕式 

道志水源林 100年記念式典（平成 28年） 


